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Abstract: Japan is suffering from a serious labor shortage due to the economic expansion and 
demographic change in the non-regular employment of the labor market. In particular, non-regular 
employees account for 80% of employees in the food-service industry is a critical issue. The purpose of 
the present study is to analyze a mechanism of job matching focusing on non-regular employment 
through agent-based modeling. 
 

 

1. はじめに 

1.1. 背景と目的 
昨今、日本で人手不足が叫ばれるなか、企業経営に
おいて労働力の確保は主要な関心事の一つに挙げら
れる。実際に人手不足が原因で倒産する企業は増加
傾向にあり、東京商工リサーチによると 2018 年度
の人手不足関連倒産は前年度比 28.6％増の 400 件
で過去最多を記録した。最新の人手不足関連倒産状
況（2019 年上半期）の内訳は、代表者や幹部役員
の死亡、病気入院、引退などによる「後継者難」型
が 109 件（前年同期 146 件）、人手確保が困難で事
業継続に支障が生じた「求人難」型が 47件（同 19
件）、中核社員の独立、転職などで事業継続に支障が
生じた「従業員退職」型が 20 件（同 10 件）、賃金
等の人件費アップから収益が悪化した「人件費高騰」
型が 15 件（同 10 件）であり、「求人難」型が 2.4
倍増と増加率が最大だった。このように、国内の人
口動態の変化などを背景とした人手不足が企業に与
える影響は深刻化しており、とりわけ飲食企業にと
っては恒常化しつつある課題の一つとなっている。
筆者の一人は飲食企業の経営に従事し、この危機を
直に感じており、一刻も早い解決を求め本研究に取
り組むこととした。 
本研究では、飲食企業に焦点をあて、飲食企業と非
正規労働者の労働市場におけるマッチングプロセス

の観点から分析を行う。これらの分析を通じ、飲食
企業の労働市場全体の特徴を整理し、現状の問題点
とその改善点を示すことを目的とする。飲食店に焦
点を当てた分析はいくつか報告されているが[1]、本
分析ではエージェントベースモデルを用いた分析を
試みる。 
 

1.2. 労働市場の現状 
数多くの業種が存在する中で飲食企業が深刻な人
手不足に陥る根本的な原因として、日本の人口動態
（少子高齢化、労働者の構造変化）と利益構造が挙
げられる。 
労働市場を概観する際に、生産年齢人口および年齢
構成は主要な指標の一つに挙げられる。総務省が発
表している「労働力調査（詳細集計・長期時系列デ
ータ）」によると、日本独自の生産年齢人口の変化と
労働人口の年齢構成が人手不足に大きく影響してい
ること確認できる。生産年齢人口が 2000 年の約
8,600 万人から 2017 年までに約 1,000 万人以上も
減っており、さらに労働人口の年齢構成では、飲食
企業にとって最も必要な 44 歳以下の労働人口（若
者や中堅社員）は減少傾向となっている。一方で、
55歳以上の労働人口（中でも 60歳以上）は増加傾
向にあるが、飲食企業での業務は肉体労働が多く、
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高齢者は体力的に厳しい状況にある。 
政府は労働者不足の対応策の一つとして、外国人労
働者の受け入れを推進しており、外された。介護、
飲食、建設、飲食料品製造等の人材不足が深刻な 14
業種で就労を認める「特定技能」と呼ばれる在留資
格を導入し、5年間で最大約 35万人の受け入れが見
込まれている。 
日本で働く外国人労働者の数は 5 年で倍増してい
る。日本の労働力人口に占める割合も増えており、
2018 年には全産業で 2％を超え、飲食産業では 1
割近くを外国人が占めている［4］。 
非正規雇用に関する統計指標も報告されている。例
えば、総務省が発表している平成 29 年就業構造基
本調査によると、飲食産業の非正規雇用者比率は
75%と最も高く、飲食企業が非正規雇用者に強く依
存していることを確認できる。 
さらに企業の反応として、帝国バンクは「人手不足
に対する企業の動向調査」で、非正規雇用者が不足
していると回答した企業は、全体が 31.8%であるの
に対し、飲食企業は78.6%と最も高いとの報告を行
っている（表 1-1）。飲食企業の主要な従業者である
非正規雇用者を確保するためには、賃金を上げる（高
い賃金で募集をかける）ことが最も有効な手段の一
つに挙げられるが、利益率が低い飲食企業ではすで
に利益構造に余裕がない状況にある。東洋経済「会
社四季報（2018 年）」によると、飲食業界の労働者
の平均年収は 40歳時点で年収 481万円と、63ある
全業界の中で下から 5番目である。このように給与
水準が低いことは、人手不足の大きな要因のひとつ
である。給与水準が他の業界と比べて低い理由は、
飲食店はあらかじめ客数を想定することが難しいこ
とが挙げられる。さらに、複数のメニューをいつで
も提供できるようにしておくため、客数に関わらず、
ホールやキッチンにいる従業員は常に一定数確保す
る必要がある。このように人件費が多くかかりやす
いにも関わらず、食材費やテナント料などかかる費
用が多く、利益率が低い傾向にあるので、給与水準
が低めの企業が多いといえる。 
その結果、飲食産業の有効求人倍率は約 3.6 倍とな
っており、全業種の有効求人倍率が約 1.5 倍である
ことを考えると、他業種と比較して人手不足がより
深刻な課題となっている［7］。 

 

1.3. 研究方法 
本研究では、飲食業界の労働市場内部のジョブマッ
チングプロセスを観察するために、エージェントベ
ースモデルを構築する。S4 Simulation System（エ
スクワトロシミュレーションシステム）を利用し、

コンピュータ上に現状の飲食業界の労働市場を模し
た仮想空間を作り、非正規雇用者と飲食企業の求
人・求職・応募・採用・離職などの行動をシミュレ
ーションにより表現する。 
労働市場モデル内には労働者エージェントと企業
エージェントの２種類が存在し、労働者エージェン
トと企業エージェントはそれぞれレベルを持ってい
る。労働者のレベルは企業にとっての魅力度（企業
から見た能力や個性など）であり、企業のレベルは
労働者にとっての魅力度（賃金）である。したがっ
て、労働者エージェントのレベルは飲食店舗責任者
によるアンケート結果を用いて設定し、企業エージ
ェントのレベルは賃金別飲食店舗数の分布を用い
て設定した。 

 
2. 先行研究 

2.1. 労働市場に関する研究 
非正規雇用の労働市場に関する研究は、これまで多
くの研究者によって行われており、特に労働市場に
おける労働者の能力に関する情報の非対称性の存在
により、非正規雇用での就労が安定定期な職への移
行可能性を高めるという、ステッピングストーン効
果の検証が進められており、仮説を支持する実証結
果が現れている。 
Reilly と Bothfeld (2005)によると、パートタイム
労働者は配偶者の所得や税制、家事・育児といった
家計内生産を前提とした労働供給を行なっており、
フルタイム労働を好まない傾向にあることが明らか
にした。 
 

2.2. エージェントベースモデルに関

する研究 
エージェントベースモデルは、1990 年代に登場し
た、コンピュータシミュレーションを用いて、エー
ジェント同士の相互作用から現われる、複雑な社会
現象を分析・予測する手法である。エージェントと
は一定のルールに従い自律的に行動する仮想的な実
行主体であり、例えば、個人や団体などをエージェ
ントとして表現することが可能である。エージェン
トベースモデルには、統計的アプローチや数理モデ
ルなどの従来の方法とは異なる特徴がある。その特
徴を活用した事例として、エージェントベースモデ
ルを労働市場の分析に利用した研究を紹介する。 
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Neugart(2004)は、情報の非対称性が高く、抽象度
が高い労働市場モデルを構築し、求人枠と求職者を
結びつけるジョブマッチングの動きについてエージ
ェントベースモデルを使って説明している。
Neugart はこのようなエージェントの相互作用
(interaction)により市場に生み出される動きを内生
的アプローチと表現しており、従来からある統計的
アプローチや数理モデルを使った分析を外部性アプ
ローチと表現した。エージェントベースモデルを使
った内生的アプローチでは、係数を前もって外部か
ら与える必要がなく、シミュレーション行うことに
より、外生的アプローチのパラメータと同じ値を得
ることができると主張している。 
 

3. モデル 

本研究では、飲食企業の労働市場が直面する課題に
エージェントベースモデルを通じ取り組む。図 3.1
は、コンピュータ内に構築した労働市場の実行画面
の一部を示したものである。労働市場には実行主体
として労働者エージェントと企業エージェントの２
種類が存在する。モデル構築の際に、日本の飲食業
界という特定の労働市場を表現するため、エージェ
ントの内部状態とモデルの環境は収集した外部デー
タによって構築するものとする。なお、本研究では、
NTT データ数理システム S-quattro Simulation 
Systemを用い分析を行った。 
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3.1. 労働者エージェント 
飲食企業へ非正規雇用の形態で求職・就労する人を
労働者エージェントと置く。フリーター、学生、主
婦、外国人の４種類の労働者エージェントを設定さ
れる。エージェント数は 3,600（360 日×10 人）と
し、労働者エージェントの 1/360 が 1日ごとに労働

市場に投入され、求職活動を開始する。表 1は、各
労働者エージェントの割合とレベル、応募、離職率
を示したものである。 
各労働者エージェントの割合は、総務省「就業構造
基本調査」と厚生労働省「外国人雇用状況」のデー
タを元に作成し、各労働者エージェントの離職率は、
ディップ総合研究所「アルバイト・パートスタッフ
の離職事情」、株式会社ジェネックスソリューション
ズ「外国人離職率」のデータを元に作成した。 
労働者は自身の能力を表す値として１～６のレベ
ルを有する。各労働者（フリーター、学生、主婦、
外国人）によってレベルの幅が異なるが、各レベル
の人数は正規分布によって割り当てる。各労働者の
レベルの幅は飲食店舗責任者 30 人を対象に実施し
たアンケートを元に設定した。 
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 フリーター 学生 主婦 外国人 
割合 ３割（30%） ４割（37%） ２割（24%） １割（9%） 
レベル 2~6 3~5 2~5 1~3 
応募 1/360 1/360 1/360 1/360 
離職率 １ヶ月：5% 

２ヶ月：4% 
３ヶ月：4% 
４ヶ月：3% 
５ヶ月：2% 
６ヶ月：2% 
７ヶ月：3% 
８ヶ月：3% 
９ヶ月：3% 
１０ヶ月：3% 
１１ヶ月：3% 
１２ヶ月：3% 

１ヶ月：13% 
２ヶ月：6% 
３ヶ月：5% 
４ヶ月：5% 
５ヶ月：5% 
６ヶ月：5% 
７ヶ月：5% 
８ヶ月：4% 
９ヶ月：4% 
１０ヶ月：4% 
１１ヶ月：4% 
１２ヶ月：4% 

１ヶ月：3% 
２ヶ月：2% 
３ヶ月：2% 
４ヶ月：2% 
５ヶ月：2% 
６ヶ月：2% 
７ヶ月：2% 
８ヶ月：2% 
９ヶ月：2% 
１０ヶ月：2% 
１１ヶ月：2% 
１２ヶ月：2% 

１ヶ月：10% 
２ヶ月：5% 
３ヶ月：5% 
４ヶ月：4% 
５ヶ月：3% 
６ヶ月：3% 
７ヶ月：2% 
８ヶ月：2% 
９ヶ月：1% 
１０ヶ月：1% 
１１ヶ月：1% 
１２ヶ月：1% 

 

労働者エージェントのレベルは企業にとっての魅
力度であり、客観的な数値であるため労働者自身は
正確に把握できない。したがって労働者は、自身の
レベルよりも一つレベルを落としたレベルと同等か、
あるいはそれ以上のレベルを持つ企業に魅力を感じ
て応募する。応募する企業は、条件にあった企業の
中から１つを乱数選択により選び出される。 
応募した企業に就労した労働者の中から、定められ
た割合で離職者を選定し、再び労働市場内で求職活
動を開始する。 
労働市場に投入された労働者と離職した労働者は、
応募する企業を探し情報収集を行うため、1 日が経
過してから企業に応募するものとした。 
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3.2. 企業エージェント 
非正規雇用者の求人を募集している飲食企業を企
業エージェントと置く。企業エージェントの種類は
レベルによってのみ分類され、すべての企業の採用
枠数は 1～４人分という設定にした。採用枠数の合
計は、飲食業の有効求人倍率（3.6 倍）をもとにし
た 12,960 とし、企業数は 9,237 とした。企業エー
ジェントの各レベルごとの割合は、飲食店.COM「飲
食店経営に関するレポート」を参考にし、表 3-2 は
各企業エージェントの割合とレベルを示したもので
ある。 
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企業エージェントは企業の魅力を示す値として労
働者エージェントと同様１～６のレベルを持ち、各
レベルの企業数は飲食企業が求人に募集する賃金ご
との募集数を想定し割り当てた。モデルの設定とし
て、非正規雇用の労働市場において、企業は労働力
を早急に確保することを望み、企業は労働者を簡単
に除外することができるため、質の高い労働者を求
めるよりも質の低すぎる労働者以外を採用する傾向
にある。したがって、企業が採用したいと考える労
働者のレベルは、その企業のレベルより一つレベル
を落としたレベルと同等かそれ以上という設定にし
た。 
採否判定をするまでの日数は、労働者が企業に応募
してから、企業が学生に採否の結果を通知するまで
の日数である。この値は、正規分布 N(μ=４, a =
１)による乱数値が設定され、応募のたびに変化する
ものとした。 
各企業の求人枠数は、生活衛生関係営業経営実態調
査の従業者規模別施設数の構成割合を参考にした。
表 3-3 は、日本の飲食店に雇用されている従業者の
内訳を示したものである[8]。 
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従業者規模 割合 
1 人 7.1% 
2 人 20.8% 
3 人 11.5% 
4 人 9.6% 
5~9 人 30.3% 
10~19 人 11.5% 
20 人以上 7.1% 
不詳 2.1% 
合計 100% 

 
本分析では、上記をもとに企業の求人枠数と求人枠
ごとの企業数を設定した。従業者規模が大きい企業
ほど求人枠数が多いと仮定し、従業者規模 1～4 人
の企業の求人枠数は１、従業者規模 5～9 人の企業
の求人枠数は２、従業者規模 10~19 人の企業の求人
枠数は３、従業者規模 20 人以上の企業の求人枠数
は４とし、それぞれの企業の割合を表 3-4 のように
設定した。求人枠数１人分の企業は 3,685 社、求人
枠数２人分の企業は 2,273 社、求人枠数３人分の企
業は 861社、求人枠数４人分の企業は 537社の割合
で存在し、全ての企業はそのどれかにランダムで振
り分けられる。 
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規模 1~4 人 5~9 人 10~19 人 20 人以上 合計 
割合 
 

50.1% 30.9% 11.7% 7.3% 100％ 

求人枠 
 

1 2 3 4 （平均1.76人） 

求人枠
数割合 

28.4% 35.1% 19.9% 16.6% 100% 

求人枠
数 

3,685 4,546 2,582 2,148 
12,960 

企業数 
 

3,685 2,273 861 537 7,355 

 
労働市場全体の最適化と企業の収益性を把握する
ために、企業エージェントごとに利益構造（売上と
コスト）の概念を設ける。具体的には企業エージェ
ントごとに客席数と客単価の内部データを設定する。 
各企業エージェントの売上を決定する情報は客席
数と客単価であり、1 日あたりの売上を以下の式で
表す。 
 

レベル １ ２ ３ ４ ５ ６ 合計 
割合 20% 30% 20% 15% 10% 5% 100％ 

求人枠数 2,592 3,888 2,592 1,944 1,296 648 1,2960 
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1 日あたり売上＝客席数✖ 満席率✖ 稼働回数✖ 客
単価 
 

飲食企業の客席数は従業者規模が大きいほど多い
と仮定し、客席数のよって必要人数と初期人数と初
期充足率を決定する。満席率は顧客からの評価を表
しており、0.5,	0.6,	0.7,	0.8�<��47*0�{�
K
�!  �IZ~�o¥�Z±��`Q���

`S�µ��IZ~�J°�"=�H��  g
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規模 1~4 人 5~9 人 10~19 人 20 人以上 
客席数 ２０席 ５０席 １００席 １５０席 
必要人数 ２人 ６人 １２人 ２０人 
初期人数 １人 ４人 ９人 １６人 
初期充足率 1/2 2/3 3/4 4/5 
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客単価 1000円 2000円 3000円 4000円 5000円 

限界稼働回数 12 8 6 4.8 4 

 
各企業エージェントのコストは、企業レベルによる
賃金と労働者数の増減によって定められる。1 日あ
たりのコストを以下の式で表す。 
 
1 日あたりコスト＝客席数

✖
満席率

✖
稼働回数

✖

食材費
➕

労働者数
✖

賃金
✖

時間（６h）
➕

求人コス
ト 

 
各企業の食材費は客単価に比例するものと仮定し、
客単価の 30％とする。時給は飲食店.COM「飲食店
経営に関するレポート」の賃金割合構成を参考にし、
表 3-7 の通りである。 
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レベル 
  

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

時給 980
円 

1080
円 

1180
円 

1280
円 

1380
円 

1480
円 

 
求人コストは、実際の求人広告の相場が一週間あた

り２万円であるため、1 日に求人枠 1 枠につき求人
コスト 3000 円がかかるものとする。エージェント
ベースモデルによって挙動の変化を分析するため、
家賃や水道光熱費などの固定費はコストに含まない
ものとする。 
 

4. 分析結果 

本分析では、各シナリオごとにモデルを構築し、シ
ミュレーションを行う。比較対象となるシナリオは
４つである。シナリオ１は飲食業界の労働市場の現
状を表したもので、求人倍率を 3.6 倍にした。シナ
リオ２は外部からの影響がないまま人手不足が解消
した場合を表現しており、全労働者エージェントを
増やし、有効求人倍率を 1.1 倍に設定した。シナリ
オ３は外国人労働者の増加により人手不足が緩和さ
れた状態を表しており、外国人労働者エージェント
を増やし、有効求人倍率を 2.4 倍に設定した。シナ
リオ４は外国人労働者がさらに増加した状態であり、
全体に占める外国人労働者の割合が相対的に大きい
（72%）と、外国人労働者の魅力度は全体の相対的
魅力度に類似するため、外国人労働者のレベルの幅
を（１～４）に修正し、有効求人倍率を 1.1 倍に設
定した。実行結果は以下の表 4-1 の通りである。 
まず、現在の飲食業界の労働市場（シナリオ１）の
状態を確認する。求人倍率を 3.6 倍に設定している
ため、労働者エージェントの就労率はほぼ 97.4％と
高い。一方で求人充足率は 27.2%と低く、企業の殆
どが労働者を確保できていない結果となった。 
シナリオ１とシナリオ２を比較すると、求人倍率の
調整により企業の求人充足率は上がったが、労働者
の就労率は大きく下がる結果となった。求人倍率の
調整を行なった同倍率のシナリオ２とシナリオ４を
比較しても、就労率・求人充足率ともシナリオ４が
優れている。これは飲食企業のレベル（賃金）別割
合が低い方へ偏っているため、この労働市場ではレ
ベルが低い企業への就労を望む労働者の割合が多い
方が、全体最適化しやすいということを表している。
したがって、労働者側と企業側の二つの視点から見
ても、シナリオ４が最も全体最適化されたモデルと
いえる。 
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シナリオ シナリオ
１ 

シナリオ
２ 

シナリオ
３ 

シナリオ
４ 

労働者数 
  

3,600 人 11,780
人 

5,460 人 11,780
人 

企業数 
  

7,355 7,355 7,355 7,355 

求人枠数 12,960
人分 

12,960
人分 

12,960
人分 

12,960
人分 

求人倍率 
  

3.6 倍 1.1 倍 2.4 倍 1.1 倍 

外国人割合 
  

9% 9% 40% 72% 

結果 
就労数 
  

3,505 人 10,026
人 

5,251 人 11,125
人 

就労率 
  

97.40% 85.10% 96.20% 94.40% 

求人充足率 
  

27.20% 78.00% 40.80% 86.50% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
次に、シナリオ毎の特徴を明らかにするために、労
働者がどの企業に就労したかを労働者のレベル別、
企業のレベル別に集計した。図 4.２は、各労働者の
レベル別企業への就労数を表したものである。縦軸、
横軸はそれぞれ企業のレベルと労働者のレベルを１
～６まで示し、円の大きさは就労数の割合を表して
いる。 
シナリオ２を見ると、特にレベル３以上の労働者が
自身よりもレベルが低い企業に就労している割合が
多い。逆に言えば、レベル２～４の企業は自身のレ
ベルよりもレベルが高く。外国人労働者が増加する
過程をシナリオ１、３、４の順に仮定すると、外国
人労働者の割合が増えるほど、レベルが高い企業の
方が就労数の割合が下がる傾向にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

�
%
	


(
)

�

� � � � � � � �

:
@

.
*

-

g[H.*-
 -�"(, 51BN3=P\e
�4

�
%
	


(
)

�

� % 	 
 ( )  �

:
@

.
*

-

g[H.*-
 .�"(, 61BN3=P\e%�%4

�
%
	


(
)

�

� % 	 
 ( )  �

:
@

.
*

-

g[H.*-
 ��"(, 718bPV23=P\e	�(4

�
%
	


(
)

�

� % 	 
 ( )  �

:
@

.
*

-

g[H.*-
 0�"(, 818bPV23=P\e%�%4

Q� (�%� g[H�:@�.*-a+&%/!N? 

経営課題にAIを!ビジネスインフォマティクス研究会 (第14回)
 JSAI Special Interest Group on Business Informatics (SIG-BI #14)



労働者側と企業側の具体的なシミュレーション結
果を見ていく。まず、労働者の種類別就労状況の結
果が図 4.３と図 4.４である。シナリオ２を見ると、
現在の労働者種類別割合のまま求人倍率が落ち着く
と、外国人以外の労働者の非就労比率が上がること
がわかる。現在の労働者種類別割合のまま求人倍率
が落ち着くということは、日本の現在の人口動態か
ら各労働者が全体的に増加するということは考えに
くいため、人手不足倒産により企業が淘汰され、人
手不足が解消される場合が予想される。つまり、今
の人手不足の状態が続き、企業が淘汰されれば、飲
食業界において日本人側の失業率の方が高くなると
いう結果になった。 
一方、外国人労働者の割合が増加し、求人倍率が落
ち着く場合は、外国人労働者の就労数が大きくなる
だけで、外国人以外の労働者の就労数はほぼ変わら
ない。これは外国人労働者の投入により、企業の倒
産を防ぐことで、日本人側の雇用も守られることが
示唆される。 
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企業のレベル別就労状況から、将来の環境変化に対
応した戦略提案を行う。 
シナリオ１からシナリオ２へ変化する場合（労働者
種類別割合不変）：これが考えられるのは、人手不足
に耐えられず、多くの飲食企業が淘汰され、求人倍
率が落ち着いた時である。シナリオ２の企業レベル
別求人充足率から、労働者確保のためには企業レベ
ルを相対的に高く設定することが有効である。した
がって、企業がとるべき戦略は他社よりも相対的に
高い賃金を設定することである。 
シナリオ１からシナリオ４へ変化する場合（外国人
労働者割合増加）：これには政府の協力も必要であり、
飲食企業の労働者の多くの割合を占めることになる。
シナリオ４の企業レベル別求人充足率から、労働者
確保のためには企業レベルを高く設定することが必
要はない。したがって企業がとるべき戦略は外国人
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労働者が働く環境を整え、教育により企業内部で彼
らのレベルを上げることである。 
 

5. まとめ 

飲食企業の労働市場は、非正規雇用者によって支
えられているという点で他産業とは異なる特徴を有
しており、現在最も問題を抱えている労働市場の一
つである。本研究では、この課題を解決するために、
飲食企業の労働市場のモデル化を行い、シナリオ分
析を通じ、その特徴を示すことができた。今後の課
題としては、他業種を含む全業種でのジョブマッチ
ング、地理的要素を含むモデル化、利益構造（売上
とコスト）の概念を設けたモデルの構築などがあげ
られる。 
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